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第１章 学校・地域間連携の概念検討とモデル提案  

 本章は、本研究で設定した「目的➀：学地連携に関する概念検討を行うこと」

に基づく内容である。  

 

第１節 学地連携の基盤的理論  

まず、学地連携の「基盤的理論」として関連性が高いと考えられる領域の先行

研究を概観し、それらの知見に基づき、最終的に概念モデルの提案を行う。本研

究で提案する概念モデルは、一般化あるいは普遍化を意図するものではないとい

うことをはじめに留意されたい。それは、本研究における量的調査及び実践を位

置づけるための“見取り図”にすぎない。したがって、各領域について全体を網

羅するような内容ではなく、極めて代表的な研究を素描するに留まっている。本

来、概念モデルの一般化、普遍化を意図する場合、異なる領域の知見を組み合わ

せたり、応用したりすることには、慎重に検討する必要があり、そのモデルの妥

当性や信頼性といった検証が求められることは明らかである。しかし、その上で、

本研究は、概念モデルの一般化を目標としたパイロット研究の立場から、既存の

理論から導かれる仮説を積極的に明示していきたいと考えた。本論の概念モデル

検討上、重要な論者であったやまだ (2011)49の「発達心理学が依拠してきた思想

を根底から問い返し、20 世紀までを支配してきた常識を再編成して、新たな理論

やモデルを生成していく作業が必要になるだろう」という主張を頼りに、以後の

議論を進めていくことにする。  

 

第１項 基盤的理論としての発達論  

 まず、学地連携における「基盤的理論」の核心を成す概念であると考えられる

「子どもの発達」から論を始める。具体的には、庄司 (2006)による文献レビュー 50

を参考に、「生涯発達心理学」「発達生態学」「ライフサイクルからライフコースへ」

「関係発達論」の視点から報告を分類した。なお、本研究における「発達」とは、

「個人が諸環境からのはたらきかけを意識的あるいは無意識的に自己の内面に取

り入れ、その内部で自らを創造していく過程」51であると定義し、特に本研究は、

小学校段階の子どもに焦点化した調査・実践を含んでいることから、この段階及
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びその前後までを対象とした先行研究とそれらへの批判を概観した。  

 

１ 生涯発達心理学  

津田 (1994)52に従えば、子どもの発達に関する研究で最も著名な論者は Piaget

であると考えられる。彼は、徹底した観察実験に基づき、特に乳幼児期における

発達についての理論を体系化し、現在においても子どもを対象とする諸領域の研

究に多大な影響を及ぼしている論者である。  

 Piaget(1950/1972)53は、認識構造の発生過程を発達と捉え、およそ０～12 才ま

でに生じる発達過程を４段階で定義した。すなわち、➀感覚運動的段階、➁前操

作的段階、➂具体的操作段階、➃形式的操作段階である。この段階の中で Piaget

が提唱した「シェマ（ shema）」「同化 (assimilation)」「調節（accommodation）」

「均衡化（equilibration）」といった概念について、林 (2005)の以下の概説が参考

になる。「シェマとは認知の枠組みであり、外界からの刺激は、その枠組みに合わ

せて認識される。この外界の刺激の取り入れが同化とよばれる。しかし、まった

く新しい刺激に直面したとき、シェマのうちに取り入れることができず、人間は

シェマを変化させる。これが調節とよばれる。幼い子どもは、同化と調節を繰り

返しながら、安定した外界の認識を次の段階のさらに安定した認識に発達させる。

これは均衡化とよばれる」 54。また、こうした Piaget の基本的見解は、「子ども

は、生まれた時からの環境と能動的な相互作用によって形成されていく存在であ

る」 55という主張であり、子どもと社会関係との重要性が強調されていると考え

られる。森口 (2014)によると、Piaget に対する「最も多い批判」としては「子ど

もの能力を過小評価している」「文化や社会の影響を軽視している」等が挙げられ

ており 56、これらの批判は、観察実験に基づいた Piaget 理論の限界性への指摘で

あるとも捉えられる。  

 Erikson(1950/1977)57及び Havighurst(1948/1995)58によって、人間の生涯を

通じた発達はより具体的に検討された。まず、Erikson は、８つの発達段階を定

義し、それぞれの段階において基本的徳目と危機を示した。彼は、人間が、各段

階で生じる危機に対する葛藤を経験し、それらを乗り越えることで次の段階へ進

んでいくという「漸成的発達過程」を提示した (Fig.5)。Erikson の理論を現代的
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用語で整理した前原 (2008)59は Fig.5 について『「漸成（ epigenesis）」という用語

は、発達の時間的、空間的性質を表現している。図表の対角線をなす四角います

目には、各段階で優勢となる心理社会的課題（危機）の一組が示されている。連

続する発達段階の中で、過去の解決されなかった葛藤や緊張を再び経験するとい

うのである。各段階には、一見正反対に見える２つの性向が提示されているが、

それら２つは、「同調傾向」と「失調傾向」とよばれており、この２つの相対する

ものの力動的均衡と比率によって、発達の方向性が示される』と解説している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5 漸成図式 (Erikson; 1977, p.351.60 1989, p73.61を一部改変 ) 

 

 また、Havighurst は、人間の生涯における「発達課題（Development Tasks）」

を概念化した。彼は、「個人が学ばなければならないもろもろの課題、すなわち生

涯の発達課題は、われわれの社会において健全な成長をもたらすものである。発

達課題は、個人の生涯にめぐりくるいろいろの時期に生ずるもので、その課題を

立派に成就すれば個人は幸福になり、その後の課題も成功するが、失敗すれば個



第１章 学校・地域間連携の概念検討とモデル提案 

22 

 

人は不幸になり、社会で認められず、その後の課題の達成も困難になってくる」

と説明している。  

また、Baltes(1987/1993)62は、「獲得プロセス」だけに焦点化された彼らの理

論を批判的に考察し、「生涯発達心理学を特徴づける理論的諸観点」を「➀生涯発

達、➁多方向性、➂獲得と喪失としての発達、➃可塑性、➄発達が歴史に埋め込

まれていること、➅パラダイムとしての文脈主義、➆学際的研究としての発達研

究」の７点に要約した。彼の主張の特徴は、「➂」で述べられているように、「獲

得」のみならず「喪失」を発達の重要な要素に組み込んだ点であると考えられる。

また、西平 (1987)63は、「発達課題は、他人から与えられ、ないしは押し付けられ

るものではない」と述べ、特に、Havighurst 理論の「硬直化」を指摘している。  

 

２ 発達生態学  

 人間の発達を時間的展望の側面から考察した生涯発達心理学は、生活の場に焦

点化した発達生態学へと発展していった。それを最も決定づけた論者は、

Bronfenbrenner(1979/2007)64であったと考えられる。彼は、「今日の発達心理学

の多くは、できるだけ短期間に、普段とは違った場面で、子どもたちが行った特

異な行動についての科学である」65と批判し、「子ども（人間）は、現実社会の中

で生活している生きた存在である。子どもは絶えず変化し、子どもを取り巻く環

境もまた変化し続けている。子どもの変化は社会（環境）の変化と無縁ではない

し、社会（環境）の変化も子どもの変化と密接に結びついている」66と主張した。

さらに、この主張に基づく形で「生態学的システム理論」を提唱した（序章３節

２項」参照）。生態学的環境との直接的・間接的な相互作用を想定した同モデルは、

それまでの実験的研究に基づく心理学研究のあり方を批判し、その後の理論発展

に大きな影響を及ぼすものとなった。  

  

 ３ ライフサイクルからライフコースへ  

 発達生態学において、人間の生涯における発達を動態的に捉えるという視点は、

同時に、これまで画一的かつ平均的に人間の生涯発達を議論してきた考え方に対

する批判でもあった。このような批判は、換言すれば、人間の生涯発達を個別的
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に考察することの必要性への気づきであったとも考えられる。前者に基づく人間

の生涯発達の捉え方の視点が Erikson(1950/1963)による「ライフサイクル

（ lifecycle）」であり、それに対する批判的な立場から生じた後者が「ライフコー

ス（ life course）」の概念であった。以下、ライフコースを扱った先行研究につい

て概観する。  

 ライフコースの概念及び方法論を体系化した Elder(1975)67は、「ライフコース

は、個人が時間の経過の中で演じる社会的に定義された出来事や役割の配列

（ sequence）のことである」 68と定義した。また、ライフコースにおける社会的

構造の複雑さは、時間的側面と年齢による位置的性質（以下➀～➂）によって示

されると述べた 69。  

 ➀ 個人の生涯における時間、誕生から死までを通じたライフスパンまたは、

加齢プロセスの段階における目安としての年齢  

➁ 規範的な年齢規準や社会的役割によって定義された社会的時間（例：結婚、

退職等）  

➂ 誕生年という歴史的位置づけに左右された社会的変化と時間  

また、この複雑な概念を研究する上で「逐次法と遡及法 *6」といった具体的な

方法論についても論じた 70。  

 門脇 (1990)71は、ライフコースと教育社会学との関連性について考察した。そ

の中で、まずライフコース研究に共通する視点として、以下の６点 *7を挙げた。  

➀ 個別の生活軌跡への関心  

社会全体とか家族を単位としたライフサイクルへの関心ではなく、個人の

生活の軌跡に主たる視点を置いていること  

➁ 時代特性との関連  

                                                   

*6 両方とも、横断的なデータ収集で用いられる方法である。逐次法は、現時点

における心理状態等について答える方法で、遡及法は、過去のある時点を想起し

て答える方法である。それぞれ長所短所があり、調査目的によってどの方法を用

いるか検討する必要があるとされる。  

（Glen H. Elder, Janet Z. Giele, 正岡寛司 ,  藤見純子訳 .  ライフコース研究の方

法 -質的ならびに量的アプローチ -. (東京都 ). 株式会社明石書店 . 2003, 

pp.192-196. Methods of life course research -qualitative and quantitative 

approaches-. Sage Publications Inc., 1998.）  

*7 各項目の見出しは、門脇 (1990)の記述内容を筆者が要約したものである。   
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個々人の生涯の展開を歴史的な事件や時代の特性との関連で説明しようと

する意図を強くもっている  

➂ 世代コーホート  

個々人の生活の軌跡に関心を払いつつ、同時に、同時代人（同一出生コー

ホート）としての生き方の共通性を析出すること  

➃ ライフイベントによる定型化  

ライフコースの定型化にあたっては、社会的、文化的に規定（制度化）さ

れた年齢規範ともいうべき出来事（出生、入学、卒業、就職、結婚、昇進、

転職、離婚、死別、定年等）とそれに伴う役割への適応過程を軸にすること  

➄ 個別の体験への関心  

同時代人として、また同一の社会の成員として不可避な共通体験に視線を

凝らすと同時に、その人だけの体験や自己・出来事との遭遇とそれらの影響

にも強い関心を寄せること  

➅ 個別の意味づけへの関心  

同じ事件に遭遇し、同じ出来事を体験しても、その人によってそのことの

解釈や意味づけに差異があることを無視しないこと  

これら「➀～➅」にみるような、時代や世代といった俯瞰的な視点とともに、

個別に人生・生涯といった概念を理解するところに、ライフコース概念の特徴が

示されているといえる。  

 武川ら (2008)72は、ライフサイクルからライフコースへ至る議論の系譜につい

て、「人間が生まれてから死ぬまでの生涯における変化の規則性に注目すると、ラ

イフサイクル（人生周期）という概念が浮上する。ライフサイクルは誕生から死

に至る人間の一生が子ども期、青年期、ヤング・アダルト期、中年期、向老期、

老年期といったライフステージ（生活段階）から成り立っていて、ひとつ社会の

中では標準的なライフサイクルが繰り返されるとの前提に立っている」と説明し

た。また、「ライフサイクルの概念には、個人が一生を送ることになる時代や社会

背景への配慮に欠ける嫌いがある」と指摘し、「今日の社会学ではライフサイクル

に代わって、ライフコースといった概念を用いて研究されるようになっている。

個人のライフコースは、誕生、入学、卒業、就職、結婚、出産、育児、退職、死
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別、死亡といった様々な標準的な出来事と、災害、戦争、不況、事故といった様々

な非標準的なできごと
・ ・ ・ ・

-歴史的社会的状況と関係する -との交錯から成り立ってい

る」と説明している。この論考は、主に社会学における知見を背景に据えている

が、これは、今日に至る生涯発達心理学への批判も含んでおり、本論においても

参考になる説明であると考えられた。  

 一方で、河合 (2002)73は、「多層化するライフサイクル」と称して、従来までの

「ライフサイクル」という用語に「多層化」という視点を加えた現代的な発達論

の考察を行った。  

今日では、「ライフサイクル」「ライフコース」双方の使用が見受けられるが、

理論系譜としては、門脇 (1990)が指摘した「個別の生活軌跡をどう捉えるか」と

いう視点が重要視されるようになってきたということは明確である。人間の生涯

発達に関わるこのような視点の変化が、心理学的研究と社会学的研究の接点を増

大させ、今日の発達観につながったと考えることができる。厳密な立場から考察

すると「ライフサイクル」「ライフコース」なる概念を扱った研究は、主に成人期

以降を対象としたものが主であり *8、子ども期の発達を扱う中で直接的に適用さ

れる概念とは言い難い。しかしながら、１人の人間の生涯発達をより多角的な視

点から捉えようという意味においては、その後の発達理論に多大な影響を及ぼし

たことが考えられ、本論においても留意するべき知見として位置づけた。  

 

４ 関係発達論  

 子どもの発達を捉える視点は、Bronfenbrenner 以降、ライフコース概念の普

及を経て関係発達論へ展開していったと考えられる。ここからは、より、わが国

に根差したモデル構築を図るため、国内に限定した先行研究レビューを行った。  

鯨岡 (1999a, 1999b, 2002)74,75,76は、『「子どもから大人へ」という定式は、（中

略）、＜育てられる者＞とその＜育てる者＞との「育てる -育てられる」という関

係を捨象し、複線的に同時進行する過程を単線的な過程へと抽象化することによ

                                                   

*8 例えば成人 (30～40 歳 )にかけての発達段階の社会心理学的調査を報告し、「生

活構造」の概念化を行った Levinson(1992/1997)が有名である。  

(Daniel J. Levinson, 南博訳 .  ライフサイクルの心理学 (上 ). (東京都 ).株式会社

講談社 . 1997. 4 刷 . pp.85-91. The Seasons of a Man’s life. 1992. 
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って成り立ったものだ』と述べた上で、「世代間リサイクル」を提唱した (Fig.6)。

同モデルの特徴は、Fig.6 中で示す「世代が複線的に関わること」と「コペルニ

クス的転回（Fig.6 の○ｃ ）」が描かれたことである。これは、「それまでの＜育て

られる者＞が、生物学的に親になることや、養育行為をすることを通じて、＜育

てる者＞としての社会的役割や責任の自覚など、それまでの生き方や態度とは根

本的に異なった心理・社会的構えを身につけること。育てることを通して自分が

かつて＜育てられる者＞であった時のことを生き直すことができる」 77と説明さ

れている。同モデルにおいて、生涯発達の概念図の中に時間軸が据えられた点、

世代間の関わりが示された点、生と死の両面が描かれている点が“関係”発達論

と言われる所以である。しかし、一方で、図中の「親になる」という表現や、（コ

ペルニクス的転回が考慮されてはいるものの）一方向的に進行していく“硬直的”

なモデルとしての印象は否めない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6 世代間リサイクルの概念図 78 

  

また、西平 (2008)79は、鯨岡 (2002)に類する「世代継承サイクル」を提唱した

(Fig.7)。彼は、『世代継承サイクルの要点は、次世代の育成が、「次の世代がその

また次の世代を育てることができるようになること」まで含むという点である。

次世代育成は、次の世代を子どもから大人に成長させるだけでは完了しない。次
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世代（第二世代）が、そのまた次の世代（第三世代）を育てることができて初め

て、一つのサイクルとして完了する。もし、次世代（第二世代）がその次の世代

（第三世代）への継承を拒否するなら、それは親世代（第一世代）の問題でもあ

ったことになる。しかしながら、この世代育成は、必ずしも決められた伝統の繰

り返しではない。あるいは、その「伝統遵守」に縛られては、次の世代を育てる

ことにはならない。むしろそこには、新たな視点による変容が含まれる。新しく

作り変えられながら、しかし受け継いでゆく。受け継ぎながら変わってゆく。な

らば、何を変えるべきなのか、そして何は変えてはいけないのか。その問いはあ

らためて私たちに現在の状況を問い直させることになる』と説明した 80。  

鯨岡 (2002)が心理学的立場であるとすれば、西平 (2008)は、社会学的立場であ

る。両者の概念の類似性は、筆者が前々頁において「心理学的研究と社会学的研

究の接点の増大」と述べた１つの例であるとも考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.7 世代間継承サイクル（Generational Cycles）  

 

やまだ (2002, 2011)81,82は、より“柔軟な”視点からの生涯発達モデル検討を試

みた。やまだの立場は、『「獲得 -喪失」「上昇 -下降」「ポジ -ネガ」「成功 -失敗」と

いう一次元尺度 (二元分割 )を仮定した上で量的に増減をみる見方からの脱却』83で

あり、そこから、「生成的ライフサイクルモデル（Generative Life Cycle Model; 
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GLCM モデル）」を提唱している (Fig.8)。同モデルの説明は以下の通りである。

『生涯発達は、りんごの一生に喩えられているが、「個人（自己）が生まれてから

死ぬまで」ではなく、私という個人が生まれる前に「生態系という文脈（りんご

の木）」があり、その文脈の中に「両親の実」があることが示されている。まず生

態系があり、そこに両親という世代間連関があり、そのなかに「私の実」が生ま

れるのである。「私の実」が生まれたあと、現在は「つみとられなく残っている」

と記されている。そして地面に落ちて死んだあとも、個人の死で人生が終わって

いないところが注目される。死後「地面のえいよう分になる」ことによって、ゆ

るい連関ながら、次の生態系へといのちがつながり循環していくのである。私（個

人）の人生だけをみると「上昇」どころか、「下降（地面に落ちる）」を示してい

る。しかし、「地面の栄養になる」という物語と意味づけが付与されることによっ

て、「下降」の意味の価値転換が行われていることに注目されたい。』  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.8 生成的ライフサイクルモデル  

 

 GLCM モデルの背景には、数値化・情報処理化されたデータに基づく心理学研
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究 の あ り 方 を 痛 烈 に 批 判 し 、 ナ ラ テ ィ ヴ 研 究 の 理 論 化 を 行 っ た Bruner 

(1991/1999)84の「文化心理学（ folk psychology）」が強く影響している。彼はそ

の教義として「➀人が自分自身、他者、そして自分たちの住んでいる世界の見方

を組織化していくのによりどころとしている文化的に形成された概念、➁個人的

な意味にとってだけではなく、文化の凝集性にとっての本質的基礎である、➂わ

れわれがその変化に応じてわれわれの制度を創造し、また制度の変化に応じて

folk psychology が変化する」の３点を主張した。このような文脈で位置づけられ

る心理学は、社会学における諸理論と共通する関心事項であるとも考えられ、こ

の点については本節３項で詳述する。  

 

第２項 基盤的理論としての教育論  

 前節の発達論に関する先行研究レビューを踏まえ、本項では、子どもの発達を

促す方法論としての「教育」に着目し、それに関する先行研究レビューを行った。

また、第３章で報告する実践を「教育領域」の中でどのように位置づけるかにつ

いても検討を行った。  

 

 １ 教育の機能的分類 -欧米における議論 - 

 「教育とは何か」という問いに明確な回答を見出すことは困難であるが、その

難題に対して最も意義深い定義を提供した論者は、Durkheim(1925/2010)85であ

ると考える。彼は、「教育とは、若い世代を組織的に社会化すること」と端的に定

義した。この定義についての具体的説明は以下の通りである。  

 「われわれ各人の内部には２つの存在があるといえよう。この２つの存在は、

抽象によることなくしては分離しえないものであるが、だからといって区分でき

ないわけではない。一方は、われわれ自身及びわれわれの個人的生活の諸物にの

み関連するところの、すべての精神状態からなっている。これはいわば個人的存

在と呼びうるものである。他方は、われわれの内部に、われわれの人格ではなく

して、われわれが構成している１つないしは諸々の集団を表現するところの、観

念、感情および習慣の一体系である。すなわち、宗教的信仰、道徳的信念および

慣行、国民的もしくは職業的伝統あらゆる種類の集合的意見等がそれであって、
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これらの総体は合して社会的存在を形作る。そして、この存在を個々人の内部に

作り上げること、これこそが教育の窮極目的なのである。  

実際、この社会的存在は、人間の本性の中に既製品として与えられていないば

かりか、この本性の自発的発達によってもたらされるものでもない。人間は、政

治的権威に服従したり、道徳的規律を尊重したり、身を捧げたり、己を犠牲にし

たりする傾向を自発的には持ち合わせていない。われわれの先天的性質のうちに

は、われわれを社会の象徴たる神の僕としたり、神をあがめ、神の栄誉のために

一命を放棄させたりするような素因は、まったく存在していなかったのである。

それを前にして人間が己の劣性を感ずるような偉大な道徳力は、実は社会が、形

を整え、揺るぎないものとなるにつれて、社会自身の内部から引き出したものな

のである。（中略）子どもは生活を開始するにあたって、自己の個人的性質しか持

ち合わせないことになる。だから社会は、あたかも、新規に染め上げねばならぬ

白紙に向かうのと等しい態度で、新たな世代に相対するのである。社会は新たに

生まれてきた主我的、非社会的な存在に対して、社会的、道徳的生活を営みうる

ような、他のもう１つの存在を、もっとも迅速な方法で添加しなければならない。

教育の任務はすなわちこれであり、また教育の偉大さも、ここに存するのである」  

Durkheim による教育の定義は、岩永 (2011)によっても一貫して引用されてお

り 86、現代の教育観にも多大な影響を及ぼしていることが考えられる。しかしな

がら、こうした哲学的な解釈を実践的領域で用いるには、あまりに抽象的である

ため、本項では、より具体的な観点から教育を再定義するため、教育の“機能的

分類”に着目した。それに基づいた定義を援用することにより、「教育とは何か」

という冒頭の問いに対する回答の糸口をつかみたいと考える。  

まず、教育の機能的分類から、その定義づけを図ったのは Coombs(1974)87が最

初であった。彼の議論の前提には、通常みられるような構造的・制度的教育観と

は異なり、学習者のニーズから出発してそれを支援する営みを「教育」と捉える

「機能的な教育観」があったと考えられる。これは、いつ・どこで・どのように

学習が生じたとしても、そこに「教育」を認めることができるという主張であり、

これを彼は「教育と学習との同一視（ equates education with learning）」 88と称

した。その上で、教育を以下の３つに分類した。  
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➀ Formal Education：高度に制度化、段階的・階層的に構造化された初等教

育から高等教育（大学）に及ぶような“学校教育システム”を指す  

➁ Nonformal Education：“Formal Education の枠組みの外”において、子

どもから大人までを対象に提供される、組織化された集団による教育的活動。

このように定義された Nonformal Education は、Formal Education 外にお

ける成人識字プログラムや職業訓練、青年期の若者を対象とした健康、栄養、

家族計画、協力活動などの実質的な教育プログラムを含んでいる  

➂ Informal Education：日常の経験と環境との接触から知識・スキル・態度・

洞察を獲得していく、生涯にわたるプロセスである。家庭・労働・遊びの中

で、家族や友人を手本として、旅行や新聞・書籍を通じて、ラジオを聴いた

り、 映 画や テ レ ビ を観 た りな ど が こ れに 含 まれ る 。 概 して Informal 

Education は、非組織的かつ非体系的であるが、どれほど充実した学校教育

を受けた者であろうと、生涯にわたる学習の総体のうちの大部分は Informal 

Education に属するのである  

なお、彼はこれらの関係性について Formal 及び Nonformal Education は、

Informal Education を「補助（ supplement)」する概念であると定義づけた。  

Knowles(1962) 89は、それまでの教育のあり方を批判的に考察し、「成人教育

(Adult Education)」*9の視座から「教育」や「学び」について再考し、その後の

理論発展に貢献した。具体的には、「子どもや若者への教育について求められる新

たな前提」 90として、以下３点を挙げた。  

➀ 若年世代への教育目的は、主に知識の伝達をするための学習能力の開発に

転換することである  

➁ 若年世代への教育課程は、組織に基づいた科目習得から学習スキルへ移行

する必要がある  

➂ 教師の役割は、「知識を伝達すること」から、「生徒の問いに答えること」

へ転換する必要がある  

                                                   

*9 「Adult Education」は、わが国における「社会教育」の英訳としてしばしば

用いられている。  

（山田定市 ,鈴木敏正 .  学校型教育を超えて -エンパワーメントの不定型教育 -. (東

京都 ).株式会社北樹出版 . 1997. p.128）  



第１章 学校・地域間連携の概念検討とモデル提案 

32 

 

 Evans(1981) 91 は 、 Coombs(1974) の ３ 分 類 に 「 偶 発 的 教 育 （ Incidental 

Education）」を加えた４分類を提唱した。また、「 Informal Education は、学習

資源または学習者側のどちらかに明確な意図がある状況で生じる学び」であるが、

「偶発的教育は双方に意図がない状況で生じる学び」 92であると説明した。つま

り、彼の理論は、教育分類に「意図性」を加えたところに大きな特徴があった。  

Rogers(1986)93は、Adult Education について具体的に論じる中で、一部で異

なる部分*10はあるものの、Coombs(1974)に類する教育分類を行った。彼は、『教

育という用語は、しばしば曖昧に用いられている。テレビを視聴する、旅をする、

スポーツイベントに行く、ナイトクラブに行くことさえも「それ自体が教育」と

考えられる場合すらある。これは、何かを学習したという経験を意味していると

考えられる。しかし、教育は、学習と同義のものではない。学習は、生涯のすべ

ての時間を通じた活動である』94と述べ、「教育」と「学習」を明確に区別するこ

との必要性について指摘した。その後、Rogers(2004)95は、「教育とは計画された

目的ある学習」を意味するとした上で、「Coombs(1974)の Informal Education

は、組織化と設計が十分ではなく、意図と計画性を欠いているため、教育と呼ぶ

に値するかどうか疑問」 96であると指摘し、 Informal Education を「 Informal 

Learning」と再定義した。  

Jeffs(1990)97は、Informal Education について、「Formal Education との関係

性によって定義することができる」と述べ、「アイディアに特に注意を払うプロセ

スの集合として考えられ、日常生活の構造を利用するための有用な出発点である」

と説明している 98。しかし、同著の中において、 Sinclair(1990) 99の論考には、

Informal Education の文脈で Informal Learning が同義的に用いられており、著

書全体を通した一貫性に欠けていると考えられる。  

Schugurensky(2000)100は、Informal Learning の細分化についての検討を行っ

た。彼の定義の特徴は、「 Informal Learning が、計画されたカリキュラムで定め

たゴールに（時には反して）、独立的に生じる」101ものであると述べた点である。

また、彼は、Evans(1981)が提唱した「偶発的教育（ Incidental Education）」を

                                                   

*10 Coombs の「Nonformal」に「Extra-Formal」という概念を加えた。前者は、

「教育システム外で公的組織によって運営される教室や課程」、後者は、「ボラン

ティア機関や、非公的な団体によって提供される教育的活動」と定義されている。  
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「偶発的学習（ Incidental Learning）」とし、これを Informal Learning の中に

位置づけるとともに、新たに「自己指導的学習（Self-Directed Learning）」と「社

会的学習（Socialization Learning）」の２つを加えた３分類を提示し、それらの

関係性を表で示した (Table1.)。  

 

Table1. Informal Learning の３類型 102（筆者作成）  

 

 

 

 

 

 

さらに、Informal Learning の３分類に関する要点を以下の 10 点に集約してい

る 103。  

➀ Informal Learning の３分類は、志向性と意図性を区別することで適用可

能になる。Table1.において、まず、「自己指導的学習」と「社会的学習」が

両極を成し、「偶発的学習」はその間に位置づけられる  

➁ Informal Learning の４番目の観点（志向性があり、意図性はない学び）

は、存在する可能性はあるが概念化は困難であると考えた。志向的学習の例

は、どれも意識的であると考えられるからである  

➂ 多くの Informal Learning は、個別または、グループの状況下で生じる  

➃ Informal Learning は、職場、家庭、宗教機関、コミュニティ等どんな空

間にも位置づけられる。 Formal、 Nonformal Education 及び Informal 

Learning は、１人の人間の誕生から死に至るまですべての発達段階で生じる  

➄ 学習者は学ぶために、書籍、新聞、テレビ、インターネット、博物館、学

校、大学、友だち、人間関係、それぞれの経験等、多様な資源を利用できる  

➅ 無志向的で無意識的な（社会的）学習経験は、それを経験した直後、ある

いは、何年後かに気づく（意識化される）ものであり、この回顧的認識プロ

セス（ retrospective recognition process）は、外的誘導 (externally led)の内

Info r mal  Le ar ni ngの類型 Intentionality　(志向性)
　A w ar e ne ss　(意識)

※学ぶ経験をした時の
Se l f -D i r e c t e d (自己指導的) ○ ○

Inc i d e nt al (偶発的) × ○

So c i al i zat i o n(社会的) × ×

○： あり,  ×： なし
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的生成 (internally generated)であると考えられる  

➆ Informal Learning は、付加性 (additive)または変容性 (transformative)が

ある。付加性のある学習は、知識、技術、広範にわたって存在する知識の価

値習得の向上に有効である。変容性のある学習は、私たちのもっている知識

や探究法を根本から変えることや、仮説へと導く学習経験につながる  

➇ Informal Learning は、Formal 及び Nonformal Education で獲得した学

びを強化し補完する役割があるといえるが、それは一方で矛盾も含んでいる  

（例えば、一個人が資本主義社会において受けた学校教育課程を通じて、人

類にとって多大な貢献を行ったが、Informal な方法での学びは人類にとって

有害だと学んだかもしれない。同様に、一個人が周囲の環境によって社会化

されたため、頑固者となってしまったが、寛容な公立学校における美徳は学

べたかもしれない。さらに、一個人が学校で学んでいるＡ（例えば数学）を

通じて知ったことで、無意識のうちに彼・彼女らはＢ（例えば同性愛嫌悪）

を学んだかもしれない）  

➈ 獲得した学びは、 Informal Learning のどのタイプにも共通して強化する

ものとなるか、その他２つのタイプを通して学びとったものと矛盾するもの

になる。さらに、矛盾した学習経験は、１つのタイプの中でさえ起こり得る

と考えられる  

（例えば、一個人が、最初の社会化を通して宗教者になる場合や、一人の不

可知論者が次期社会化を通じてその逆の立場になる場合もある）  

➉ Informal Learning の分類は、それ自体のすべてを説明するものではない。

それは、学ぶことに意図があるかどうか、何かについて学んでいるというこ

とに気づくことができるかどうかという問いであるにすぎない  

と述べられている。  

これを受け、特に、「➁」で触れられた点（Table1.で描かれなかった Informal 

Learning の第４の分類である「志向性があり、意図性はない学び」）について、

Bennett(2012)104は、Schugurensky(2000)の３類型に「統合的学習（ Integrative 

Learning）」を加えた４類型を提示した (Fig.9)。  
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Fig.9 Informal Learning の４類型（Bennett; 2012, p.27 を一部改変）  

 

具体的には、Schugurensky(2000)の３類型から、「自己指導的学習」と「偶発

的学習」については変更を加えず、「社会的学習」を「暗黙的学習（Tacit Learning）」

に、そして新たに、「統合的学習（ Integrative Learning）」を加えた４分類であ

ると言える。「統合的学習」については、「何かの技術の向上のようなものは、練

習によって暗黙的に構築された要因によって生じるのであり、十分に意識化され

た知識や行動に基づく要因のみでは説明できない。これは、向上した技術が、話

すこと（言語）を通して教えられるものではないことや、多くの専門家が、どの

ような練習や経験に基づいて技術向上が図られるかを研究していることからも分

かるだろう」と補足された上で、「統合的学習は、精神的イメージや学習事項への

意識的なアクセスを伴う、暗黙知における志向的かつ無意識的な過程を組み合わ

せた概念」と定義した。また、彼女は、「統合的学習」の例として「個人が、ある

問題で頭を悩ませていて、どれだけ考えても解決策が見い出せなかった時に、そ
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の問題から意識が離れた時（例えば睡眠中、運動中など）に、予期せぬタイミン

グでいい解決策が浮かんだりする」 105と例を挙げて説明した。また、この「統合

的学習」は、一般的用語に置き換えれば「ひらめき」と同義であるとされている。

さらに、彼女は、「統合的学習」の２つの下位概念をそれぞれ以下のように定義し

た。  

➀ 知識のずれ (knowledge shifting)：化学でいう“位相のずれ (phase shifting)”

である（例：水が気体・液体・固体になる際に位相が変わるイメージ）。分子

構造は同じでも、物理的性質が変わった状態である。もし、暗黙知の概念に

この考えを持ち込む場合、「知識のずれ」が（状態の変化ではなく）反射過程

を通して、暗黙知を（無意識から）意識の段階へと押し上げると考えること

ができる。  

➁ 昇華 (sublimation)：個体から液体の状態をまたいで気体になる変化である。 

これは、「統合的学習」における突発的な洞察が生じた際の比喩といえる。これ

は、前触れのない時に突然考えが引き裂けたように生じることを意味する。  

 彼女は、これらの「統合的学習」における下位概念を実証的に明らかにする必

要性を指摘している 106。この Bennett(2012)による Informal Learning の４分類

に関連性 の高い理 論 として 、子ども の知識と 表象とを 区別して 分析し た

Karmiloff-Smith(1992) 107 の 「 表 象 書 き 換 え モ デ ル （ Representational 

Redescription Model）」が挙げられる。  

「表象書き換え」とは、『心の内部の暗黙的な情報が、その後、心に向けられた

明示的な知識となる、しかも、最初は特定の領域内で、やがていくつかの領域を

超えて生じるというようなプロセスである」と説明されている。独立して存在す

る「暗黙的レベル」と、内部で３段階に区切られている「再帰可能な明示的レベ

ル」によって構成される認知過程である。その具体的な流れは以下の通り説明さ

れている。「まず、何らかの外部的な刺激は第１相（再帰可能な明示的レベル）に

貯蔵される。その後、内的に動かすことができる第２相（明示的レベル）へ情報

が移動する。この時には、行為の成功率は一次的に低下する。そして、第３相に

おいて、外部刺激と内的表象が結合し均衡が保たれることになる』ここにおいて、

「暗黙的なレベルの単一の相は１つにまとまった形態をとり、ある領域内あるい
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は、領域間の表象が結びつくことはない」とされる 108。このように、子どもの認

知構造において、無意識的な領域を加味し、それらが「意図しない別の表象に書

き換わる」という概念の“表象”という用語を“学び”と置き換えると、両者の

主張に共通する部分があるのではないかと考えられる。ただし、Bennett(2012)

は当該理論を引用していない。  

これまで概観した内容を総括すると、Coombs(1974)から生じた教育の機能的３

分類のうち、Formal Education 及び Nonformal Education については、基本的

な定義の変更はなかった。しかし、Informal Education については、それを「教

育」ではなく「学習」と捉えることの妥当性が Rogers(1987)によって指摘された。

さ ら に 、 そ れ を 受 け 、 Informal Learning の 概 念 を 明 確 に 定 義 し た の は

Schugurensky(2000)であった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.10 教育の機能的分類における暫定的分類図（筆者作成）  

 

この時点で、「教育」という概念は、Formal Education と Nonformal Education

の２分類となり、そこから「学習」として Informal Learning が切り離され、区
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別 さ れ た と い う こ と で あ る 。 そ の 後 、 Informal Learning に つ い て は 、

Bennett(2012)の４類型が提唱され今日に至っている。これまで述べた内容を図

式化したものが Fig.10 である。図中の「⇔」は、「教育」の過程で Informal Learning

がいつ、どこでも生じ得ることを示している。また、Informal Learning が Formal 

Education と Nonformal Education を行き来することによって、教育や学習の質

が相互に影響し合う様子を表していると考えられる。  

 

 ２ 教育の機能的分類 -わが国における議論 - 

 わが国における教育の機能的分類に関する議論は主に「社会教育・生涯学習」

分野で盛んに行われた。そもそも「社会教育」は、わが国独自に発展を遂げた教

育体系であり、法律上は「学校教育法」及び「教育基本法」でその定義らしき
・ ・ ・

文

言が存在している。まずは、「社会教育」について、その定義を現行の法律に求め

てみた。  

学校教育法によると『第２条：学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づき、

学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対し

て行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう』

109とされている。さらに、旧・教育基本法による定義は、「第７条 家庭教育及

び勤労の場所その他社会において行われる教育は、国及び地方公共団体によって

奨励されなければならない」であったのに対し、改正・教育基本法においては「第

12 条  個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び

地方公共団体によって奨励されなければならない」と変更された 110。この変更か

ら、従来の「社会教育」から「家庭教育」を差し引いたものが現在の「社会教育」

であると解釈できる。また、改正教育基本法で、「個人の要望」という文言が明記

された点も特筆に値する事項である。このように「学校教育法」と「教育基本法」

における「社会教育」の定義は厳密に同義であるとは言い難いものとなっている。  

「生涯学習」については、生涯学習審議会 (1998)における「社会の変化に対応

した今後の社会教育行政の在り方について（答申）」で、「地域住民の多様化・高

度化する学習ニーズへの対応、生涯学習社会の構築に向けた社会教育行政、地域

社会及び家庭の変化への対応、地方分権・規制緩和の推進、民間の諸活動の活発
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化への対応を指摘するとともに、社会教育行政の今後の展開として、地方公共団

体の自主的な取り組みの促進、社会教育行政における住民参加の推進、ネットワ

ーク型行政の推進、学習支援サービスの多様化等を提言した」 111と明記された。

この中の、「生涯学習社会の構築へ向けた社会教育行政」という文言からも、両者

の明確な区別が示されない中で混在して用語が用いられ、法整備が進められたこ

とが見受けられる。さらに、改正教育基本法にみる「生涯学習」はその理念つい

て「第３条 国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができ

るよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習する

ことができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければ

ならない」112と示されている。このような曖昧な定義づけは、わが国における教

育の機能的分類に関する議論がなおざりにされた大きな要因であると考えられる。

上述の問題点は、以下に示す先行研究によっても明らかである。  

「社会教育」に関する戦前期からの変遷を整理した宇佐川ら (1962)113は戦後期

以降の状況について「もとより戦後においては、公教育としての社会教育の性格

も大幅に変化した。すなわち、戦後の新しい社会教育行政は、国民が教育の主体

者であることを前提に、その自由と権利を教育において保障するための非権力的

助長行政＝福祉行政を、その本来の性格とするものであった」と述べ、「社会教育」

が、「福祉行政」の枠組みで捉えられていたことを指摘し、そのことによって「社

会教育を公教育として捉えるという立場には、いくつかの考え方があり、その捉

え方の不統一ないしはその遅れが、今日の社会教育行政を著しくゆがめている」

114と述べた。さらに、「生涯学習」の体系化が本格化すると、「社会教育」と「生

涯学習」との間に「概念的混乱」が生じたことを指摘している 115。  

鈴木 (2000)116は、この両者における関係性を、「敵対期」「区別が曖昧な時期」

「棲み分け期」「社会教育の換骨奪胎期」 117と称し具体的に論じた。さらに、「社

会教育の規定では、学習・教育の主体か目的か、内容か方法か、組織か制度か、

いずれに着目すべきかについて意識的ではないままに、具体的な対象や領域を設

定してきたのであるが、それらの１つだけを選んで定義するならば必ず一面的に

ならざるをえない」として、「主体→実践→構造→関係→機能」 118と、領域を区

別し、レベル別に分類した上で議論することの必要性を述べた。  
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 1990 年以降、わが国において、「社会教育」のあり方を見直し「生涯学習」の

体系化を図ろうとする動きと並行して、Coombs(1974)の教育分類を基軸に据え、

「社会教育」「生涯学習」を捉え直そうとする議論が生じた。その契機となったの

は、「日常生活で生じる学びを生涯学習として捉えるか否か」の問題提起を行った

市川 (1992)119や、「社会教育と生涯学習における時系列的関係」をまとめた渡邊

(1992)120であったと考えられる。その後、鈴木 (1997)121によって、Coombs(1974)

の３分類が「定型教育（Formal Education）」「不定型教育（Nonformal Education）」

「非定型教育（ Informal Education）」と和訳された。その中で鈴木は「日本の

社会教育は、不定型教育であるといってよいであろう」 122とした。その理由とし

て、「社会教育の対訳として用いられる Adult Education は、その対象が成人で

あり、子どもは対象外となるため、双方を対象とするわが国の社会教育は、むし

ろ不定型教育（Nonformal Education）の定義と重なる」ことを指摘している 123。  

また、住岡 (2003)124によると「一般的に、教育活動は次のような３つの層に構

造化されて存在している。１つは、インフォーマルな教育であり、生活の中に散

在する様々な影響や感化による人間形成作用がこれである。２つは、フォーマル

な教育であり、学校教育以外の組織的な教育活動全体を指している。もともとは

学校教育があまり発達していない発展途上国で、識字や職業教育など貧困層の基

本的欲求に応える教育活動を意味していたが、今日では広い意味での社会教育を

含む様々な教育活動として概念化されている。ノンフォーマル・エデュケーショ

ンとは、その目的、対象、内容、組織などにおいて、極めて柔軟性に富んでおり、

定型化された学校教育には見られない自由性を保持している。そのため、生涯学

習時代の学習欲求には欠くことのできない存在である」と定義されており、これ

が今日においてわが国で最も一般的な説明であると考えられる。  

 現在、「生涯学習の機会提供 (Providing Lifelong Learning Opportunities )」に

関 す る 文 部 科 学 省 の 英 字 版 ホ ー ム ペ ー ジ 上 で は 、 “In order to improve 

opportunities for lifelong learning, access to diverse types of learning, such as 

School Education, Social Education, and Home Education is necessary.”と明記

されており、単語を対応づけると「生涯学習」は「Lifelong Learning」が、「社

会教育」は「Social Education」がそれぞれ用いられていることが分かる 125。一
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般に、 “Social Education”とは「社会科教育」を指し、「社会教育」を英訳する際

は「Nonformal Education」や「Adult Education」が妥当であると考えられるが、

行政においてはこれらの検討すら十分になされていないことが伺える。  

以上述べたように、わが国においては、「不定型教育」あるいは「ノンフォーマ

ル教育」といった固有名詞が一般に定着しているとは言い難い現状が指摘できる。

その要因は大きく２つあると考えている。１つ目は、定義が曖昧ながら、用語と

しての「社会教育」「生涯学習」が既に定着してしまった
・ ・ ・ ・

こと。２つ目は、Nonformal 

Education が、わが国においては国際協力分野の用語として定着してしまった
・ ・ ・ ・

こ

とである 126,127,128,129,130。特に、後者については、JICA(2005)による「Nonformal 

Education とは、正規の学校教育制度の枠外で組織的に行われる活動。学校外教

育。Formal Education（学校教育）が初等教育の完全普及を達成できていない現

状に対応するため、すべての人の基礎教育ニーズを補完的で柔軟なアプローチで

満たそうとする活動を指す」131とされる定義が象徴的である。この定義をみると、

Nonformal Education は、発展途上国への支援を前提とした限定的な概念である

という理解が生じえるのではないかと考えられる。また、JICA(2005)の定義は、

住岡 (2003)の「広い意味での社会教育を含む様々な教育活動として概念化されて

いる」とする説明に矛盾している。Coombs(1974)は、確かに発展途上国における

教育を扱った著書の中で教育の機能的分類を紹介しているが、定義の上では発展

途上国に限定した用い方をしていない。 今後は、わが国における国際協力分野に

偏った Nonformal Education の理解を修正していく必要性があると考えられる。 

 わが国における「社会教育」「生涯学習」を取り巻く概念整理の混乱の中で、特

に条文や答申にみる「教育」の解釈について、梨本 (2011)132は、「何らかの課題

に直面した個人が、それに取り組むために知識や技能の習得を必要とすることで

はじめて学習が生じるのであり、そのような課題から切り離して学習を捉え、そ

の上でその成果の活用方策を講じようというのは、順序が逆であると言わざるを

得ない」と指摘し、「硬直化した教育観では対応できない社会的課題が山住してい

る現在、改めてインフォーマル教育 *11とノンフォーマル教育の意義と可能性を探

っていく必要がある」 133と主張している。  

                                                   

*11 本論における「 Informal Learning」に相当して用いられている。  



第１章 学校・地域間連携の概念検討とモデル提案 

42 

 

本論では、これらの経緯から、「社会教育」「生涯学習」という概念は用いずに、

欧米における教育の機能的分類の定義を用いることで、第３章の実践領域を位置

づけたいと考えた。この点については次頁以降でさらに詳しく論じる。  

  

３ Nonformal Education（ Informal Learning）の実践的視点  

 教育の機能的分類やそれぞれの定義について、欧米とわが国における議論を概

観した。欧米における議論は、複雑化を極めるわが国とは対照的に、論点が明確

であり、暫定的ではあるものの一般化が可能なレベルの定義づけが行われていた。

特に、Informal Learning に関しては、「学習者の意図性や志向性の有無」といっ

たレベルで一部、脳科学的領域の知見とも交わりながら、今日に至っていた。本

研究では、第３章で小学生を対象とした実践を報告するが、これは、わが国の教

育領域で位置づけるならば、「社会教育」あるいは「生涯学習」分野に該当する内

容であると考えられる。しかしながら、筆者が本論で統一して“Nonformal 

Education”と表記するのは、上述したわが国における「社会教育」「生涯学習」

の概念検討における混乱がその所以であり、今後、Fig.10 に示したような分類に

基づいた議論を、わが国においても普及させるべきであると考えたからである。

そして、何より、 Informal Learning の概念が適用できることで、子どもの「学

び」の実態に則した、より柔軟で動態的な解釈ができるのではないかと考えたか

らである。Fig.11（赤枠内）に示すように、第３章の実践プログラムは、Fig.11

の赤枠に示す領域に位置付けることとする。  
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Fig.11 本研究における Nonformal Education プログラムの該当領域  

 

 第３項 基盤的理論としての地域論  

 本項では、『問題➂：学地連携に関する議論の主体が「学校」である場合が多く、

「地域」は従属的位置づけで捉えられていること』の解決へ向け、地域主体型学

地連携のあり方に関する概念整理を行った。学地連携に関する「基盤的理論」に

ついて検討する上で、最も“領域的な広がり”を有する概念が「地域」であると

考える。この“領域的な広がり”とは「子どもの発達をどのように捉え、その発

達をどのような教育により促し、これらのプロセスをどこで展開するか」という

論理に基づいている。以下、わが国において、多様な意味合いで用いられている

「地域」という概念を、本論でどのように捉えるかという観点から先行研究レビ

ューを行った。  

 

１ コミュニティとシンボリック相互作用論  

 現在、わが国において「地域」と高い関連性を有する用語として「コミュニテ

ィ」「共同体」「地域社会」「都市」「地方」等が挙げられる。これらの定義につい

ては、用いられる分野・領域によって意味合いが異なり、共通項を見出すことは

困難であると考えられている。しかし、欧米における先行研究をひもとけば「コ
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ミュニティ」に関しては明確な定義が存在する。したがって、まず、「コミュニテ

ィ」の概念を明らかにすることから、本研究で用いる「地域」の定義や、その他

の用語との棲み分けなどを検討していきたいと考える。  

 「 コ ミ ュ ニ テ ィ （ community ）」 を 体 系 化 し た 最 初 の 論 者 は

Maclver(1917/2009)134であった。彼は、まず、コミュニティについて「コミュニ

ティは、活潑かつ自発的で自由に相互に関係し合い、社会的統一体の複雑な網を

自己のために織りなすところの人間存在の共同生活のことである」135と定義した。

また、コミュニティに付随する概念として「アソシエーション（ association）」

を挙げ、以下のように説明した。  

「社会的存在がある共同の関心（利害）または諸関心を追求するための組織体

（あるいは＜組織される＞社会的存在の一団）である。それは、共同目的にもと

づいてつくられる確定した社会的統一体である」 136。さらに、これらを区別する

視点として、「コミュニティは、社会生活の、つまり社会的存在の共同生活の焦点

であるが、アソシエーションは、ある共同の関心または諸関心の追求のために明

確に設立された社会生活の組織体である」 137と述べている。「どのアソシエーシ

ョンも、その程度の大小に関わらず、コミュニティの一器官 (ママ )である」 138と

両者の関係を位置づけた。この Maclver のコミュニティ論について、  

内山 (2013)139は、「欧米のコミュニティはあくまでも生きている人間の世界」で

あるのに対して「自然と死者が入ってくるのが日本の社会でありコミュニティで

ある」140と指摘した。その上で「現代コミュニティ論は Maclver から始まる」141

と述べている。また、「共同体」とは、この「コミュニティ」の和訳として用いら

れる場合が多いようである。  

 Maclver(1917/2009)以降、人々が形成する共同生活における全体（コミュニテ

ィあるいはアソシエーション）論から、その内部世界の関係性へと議論は進んで

いった。  

 Blumer(1969/1991)142は「シンボリック相互作用論」を提唱し、その「３つの

前提」として以下の３点を挙げた。  

➀ 人間は、ものごと *12が自分に対する自分の意味づけに則って行為する  

                                                   

*12 「ものごと」とは、「木や椅子といった物理的な対象、母親とか店員とかい
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➁ ものごとの意味は、個人がその仲間と一緒に参加する社会的相互作用から

導き出され発生する  

➂ ものごとの意味は、個人が出会ったものごとに対処する中で、その解釈の

過程によって修正したり再構成したりする  

 これら➀～➂は、「自分たちが直面する一連の状況に対処していくにつれて達成

されるさまざまな活動」つまり、「行為」から形成され、この意味づけそのものが

「シンボル」であるとされる 143。さらに、シンボリック相互作用論における環境

の捉え方について、「環境とは、特定の人々が認識し、そのことを知っているよう

な対象だけから成り立つものである。この環境の性質は、それを構成する対象が、

この人々に対してもつ意味によって決定される。したがって、個人や集団は、同

じ空間的な位置を占有し、そこで生活しても極めて異なった環境をもつことにな

る」 144と述べている。「環境」に対する解釈が個々人によって異なることが前提

であるために、シンボリック相互作用とは、他者との相互作用の過程で生じる「環

境」に対する解釈の齟齬を修正、あるいは再構成する過程であるとも考えられる。  

Blumer(1967/1991)とほぼ同時期に、対峙的な独自の理論を展開したのは、

Goffman(1962/1985)145であった。人間を「構造物」と考えた彼が提唱したのは、

「役割」という概念であった。「役割とは、在職者が、彼の位置にある者に課せら

れる規範的な要請との関係だけで行為しなければならないとした場合に、携わる

であろう活動から成るもの。この規範的な意味での役割は、役割パフォーマンス

（ role performance）あるいは、役割を演じること（ role enactment）とは区別

されるべきである。それらは自分の位置で職務についているある特定の個人の実

際の行為のこと」146だと述べた。また、このことから、「公式的自己（ official self）」

という概念を提唱し、「自己（ self）は待ち構えているもの」であるとした。例え

ば、「裁判官は真面目、パイロットは冷静、会計士は正確で几帳面と期待されてい

る。実際に彼に帰属させられまた実際に要求される、こういった個人的な特質は、

もしその位置に肩書があるとすれば、その肩書と結びついて、在職者自身の自己

                                                                                                                                                          

った他者、友人とか敵といった他者の各種カテゴリー、学校や政府などの制度、

個人の独立とか誠実さといった指導的理念、指令や要求などの他者の活動、日常

生活の出来事などの状況等を含んだもの」と説明されている。  

（Herbert Blumer, 後藤将之訳 .  シンボリック相互作用論  -パースペクティヴと

方法 -. (東京都 ).株式会社勁草書房 .  1991. pp.1-7）  
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イメージ、または、その役割他者が彼に対して抱くであろうイメージの基礎を提

供することになる。自己（ self）とは、したがって、個人がある位置につくこと

を事実上、待ち構えているものである」と述べた。また彼は「一定の場面に居合

わせる人々のコミュニケーション行為の２段階として、  

➀ 焦点の定まらない相互作用（相手とただ居合わせたにすぎないような状況

をどう処理するかという相互作用）  

➁ 焦点の定まった相互作用（人々が接近していて、話を交互にしながら注意

を単一の焦点に維持しようとはっきりと協力し合う場合に起こる相互作用）  

を提示した 147。  

 Blumer(1967/1991)、Goffman(1962/1985)は双方とも、コミュニティにおける

人間の相互作用に関する論を展開している点で共通しているものの、その捉え方

は全く異なるものであった。「特異的」 148とも称される Goffman ではあるが、そ

の理論への批判は、社会的相互作用をめぐる議論の発展に寄与するものであった

と考えられる。本研究において学地連携の概念検討を行う上で、「コミュニティ」

における「相互作用」に着目することは極めて有効な視点であり、これらの概念

は、学地連携を捉える概念モデルを検討する上で最も重要な示唆を含んでいると

考えられた。  

また、社会的相互作用を研究対象とする社会学領域の研究方法論的な立場から、

Becker(1984)149は、フィールド研究を「技法 (tricks)」「イメージ (imagery)」「収

集 (sampling)」「概念 (concepts)」「理論 (logic)」の観点によって体系化した。例え

ば、インタビュー調査について「なぜ」と問うよりも「どうして」と問うことで

対象者からまったく異なる質の回答が得られるといった具体的な点について指摘

している 150。  

 

２ 地域へのアプローチ  

 前述したような、コミュニティ論やシンボリック相互作用論にみる社会学の延

長線上に、現在、わが国で用いられている「地域」に着目した研究が位置づけら

れると考える。特に、地域を対象とした研究の今日的なテーマ及びキーワードと

して「地域活性化」や「地域づくり」が挙げられる。その中で、学地連携に関連
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する先行研究としては、例えば、吉富ら (1995)151は、Maclver(1917/2009)を基盤

に、生涯学習と「地域づくり」について検討した。また、大前ら (1998)152は学校

を拠点とした「地域づくり」のあり方について検討を行った。このような中で、

守友 (1991)は、「地域づくりの基礎的考察にとっては、地域・生活の概念構成は不

可欠な作業ではあるが、それに尽きるものではない。地域を捉える基本的な視点

というものが地域づくりの方向性にとって極めて重要である」として、「地域を認

識する際に必要な視点」を提案した 153。それは以下の４点に要約されている。た

だし、この４点に関してあらかじめ留意したいのは、守友 (1991)のいう「地域」

なる概念は、「都市」との従属的な位置づけが前提である「地域」であり、これは、

井上 (1984)154のいう「地方」と同義であると考えられるという点である。つまり、

『「中央」の対語として用いられるのがふつうである』 155とされる解釈であり、

本論で一貫して用いる「地域」とは異なることに留意されたい。本論における「地

域」とは、池井 (1984)156のいう「すぐれて視覚的なわれわれ人間動物の日常は、

方向性をもつ空間の姿によって初めて定位されるのである。それを実現するのは

地域である。地域を普遍的に定義すれば指向性
・ ・ ・

を
・

もつ
・ ・

定位
・ ・

された
・ ・ ・

空間
・ ・

であり、（中

略）人間の肉体能力が理解できる“範囲”」 157とされる「地域」と同義であると

捉えたい。  

➀ 地域を都市との従属的な位置づけで捉えないこと  

➁ 地域には住民が生み出した文化や歴史を創造する過程があること  

➂ 中央権力に従属しない「抵抗の基盤としての地域」を積極的に捉えること  

➃ 地域の独自性を尊重することが、より大きな世界へのよい影響につながる  

こと  

また、守友 (1991)は、これら➀～➃を拡張した概念が「内発的発展」*13である

とした。その定義として、本論では、鶴見 (1999)158による「それぞれの地域の生

                                                   

*13 もともとは環境経済学分野の用語であるが、守友 (1991)は、それを地域づく

りの概念に援用した。最初に当該用語を提唱したのは、宮本 (1989)であり、それ

によると「内発的発展とは、地域の企業・組合などの団体や個人が自発的な学習

により計画を立て、自主的な技術開発をもとにして、地域の環境を保全しつつ資

源を合理的に利用し、その文化に根ざした経済発展をしながら、地方自治体の手

で住民福祉を向上させていくような地域開発」と定義されている。  

(宮本憲一 .  環境経済学 . (東京都 ). 株式会社岩波書店 .  1989.) 
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態系に適合し、地域の住民の生活の基本的必要と地域の文化の伝統に根ざして、

地域の住民の協力によって、発展の方向と筋道を創り出していくという創造的な

事業」とする定義を採用したいと考える。さらに、鶴見 (1999)は、「地域の内発的

発展を促進する上で重要な事項」として、「伝統の再創造」 159「地域が開放的で

あること」160を挙げた。これらは、地域資源の活用や地域主体型学地連携を検討

する上で重要な示唆を含む論考であると考えられた。特に、「伝統の再創造」を通

して、地域の「内発的発展」の観点から、その地域の独自性を尊重したプログラ

ム提案を図ることは重要である。これは、本研究の目的を達成することのみに留

まらず、副次的に「地域活性化」や「地域づくり」といったことに何らかの望ま

しい影響を与えることが想定されるからである。  

加えて、本研究に関連が深い地域論として、家政学領域（主に家庭科）の視座

から地域の定義を試みた大竹ら (2011)161にふれておく必要がある。それは、家政

学領域で地域を定義する際には、「生活を中心に地域を捉える」ことで、地理学や

社会学における地域と区別して理解する必要があるという主張である。本研究で

採用した定義は、この主張に基づいた定義とは異なっている。つまり、本研究は、

小学校の学校区という物理的な要因による区切りを重視し、その区切られた社会

システム内における相互作用を検討するため、生活を加味した地域の定義は不適

当であると判断したからである。本研究で採用した地域の定義は、調査上の操作

的定義にすぎず、根本的な認識としては、大竹ら (2011)の地域論を支持したいと

考えている。  

 

第２節 第１章の総合考察 -Child-Centered Development Model の提案 - 

 以上、本章では、学地連携の基盤的理論の位置づけから、心理学及び社会学を

中心に関連する先行研究を概観した。対象とする領域が広範であったものの、こ

れらは、すべて筆者が提案する概念モデル上に位置付けることが可能であると考

えている。提案する概念モデルに関して、既述の内容から、特に、関連性の高い

ものとして Erikson(1950/1977)、Bronfenbrenner(1979/2007)、鯨岡 (2002)、や

まだ (2011)、Blumer(1967/1991)を挙げたい。これらの理論から、本研究では、

子 ど も の 発 達 を 中 心 に 据 え た 新 た な 発 達 モ デ ル で あ る 「 Child-Centered 
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Development Model: CCD モデル」を提案する (Fig.12)。以下に、CCD モデルの

特徴について５つの視点から述べたい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.12 CCD モデル：Child-Centered Development Model 概念図  

 

➀ やまだ (2011)の GLCM モデルを参考に、発達する子どもを「リンゴの木」

に喩えた  

GLCM モデルは、個人（リンゴの木）の一生（誕生から死まで）を生態系とい

う世代間連関の中で位置づけた。これを参考に本研究における概念モデルは、ま

ず、発達する人間をリンゴの木に喩えた。人間をリンゴの木に喩えるメリットと

して、性別を問わず次世代の誕生に貢献する価値を表現できることが挙げられる。 

その上で、CCD モデルでは、誕生から死までの１人の人間の生涯は描かず、そ

の個人が次の世代の「社会的・生物的誕生」に関わるまでのプロセスを描いた。

こ れ は 、 人 間 の 発 達 か ら 「 死 」 を 切 り 離 し た と い う 意 味 で は な く 、

Erikson(1950/1977)のいう「生殖性（generativity）*14」が生じた段階で、次の

                                                   

*14 『「生殖性（generativity）」は、本来、次の世代を確立させ導くことへの関

心である。もっとも中にはこの欲求を、不運ゆえにあるいは別の方面に特殊な才

能をもつがゆえに、自分自身の子孫のために向けない人もいる。そして、まさに
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世代にモデル全体の焦点が“切り替わる”ことを意味している。つまり、Fig.12

における「社会的、生物的な誕生」の瞬間に、視点がその誕生した人間（地面に

落ちたリンゴの果実）に“切り替わる”のである。  

➁ Erikson(1950/1977)が提唱した発達段階の乳児期から成人期までを描い     

 た  

発達を認知科学の視点から考察した Karmiloff-Smith (1992)は、「発達を年齢

で規定すること」を批判しており、「認知システム全体については、大人になって

からも再帰的に生じるシステムがあることを前提に議論する必要がある」と述べ

ている 162。本論でもこの指摘については賛同する立場を表明したいと考える。そ

こで、年齢という概念よりはむしろ、教育段階における“区切り”を優先する。

つまり、「乳幼児期・遊戯期は就学前の子ども」「学童期は小学校の子ども」「青年

期は中・高・大学生」といった対応関係を設定する。この“区切り”は、発達を

捉える上での“目安”であり、そこに普遍的な規準を設ける意図はない。  

➂ Bronfenbrenner(1979/2007)の生態学的システム内に生じる相互作用の質

的な変化の様子を描いた  

 CCD モデルの基本的構造は、Bronfenbrenner(1979/2007)の生態学的システム

論によって描くものとする。その上で、CCD モデルでは、時間軸を据え、時間と

ともに発達する人間が周囲の生態学的環境と相互作用を通して、その範囲を拡大

していくことを同心円の面積が拡大していくことによって描いた。また、各環境

における線の太さは、相互作用の密度を現している。この生態学的環境の拡大と

密度の変化は、厳密に言えば、発達の対象となる個人によって差があると考えら

れるし、拡大と縮小が絶えず繰り返すような絶え間ない営みであると考えられる。

しかし、CCD モデルでは、相互作用の範囲も密度も拡大の一途を辿っており、各

生態学的環境内部において想定される「歪み」や「偏り」は描かれていない。こ

れは、あくまで CCD モデルが相対的かつ、平均的に個人における諸環境との相

互作用をモデル化したにすぎないということに留意する必要があり、これは、人

                                                                                                                                                          

生殖性の概念は、生産性や創造性のような、より一般的な同意語の概念をも含む

包括的なものでもある』と述べられており、必ずしも生物学的な生殖性に限定し

ていないことが読み取れる。  

(Erik H. Erikson. 仁科弥生訳 .  幼児期と社会 . (東京都 ). 株式会社みすず書房 . 

1977. p.343) 
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間の発達という個別性、複雑性の高い事象を図式化する上での限界であるともい

える。  

➃ 鯨岡 (2002)による「世代間サイクル」の概念を環状で表現した  

 CCD モデルにおける「→」は物理的な時間経過を意味しており、これは不可逆

的である。しかし、鯨岡の提唱する青年期から前成人期で生じる「ゲシュタルト

転回」が発達過程のいつでも生じ得るということを加味するため、CCD モデルで

は全体を環状で描いた。これは、発達の過程で、自らの過去を振り返り将来の展

望を得るという機会は、発達のどの段階でも生じうるということを可視化するの

に有効であると考えたからである。また、鯨岡 (2002)は、単一方向的な概念図を

提供したが、➀でも述べたように CCD モデルでは、次世代への視点の“切り替

わり”を通じてモデル全体を環状で表現した。環状で表現することにより、「ライ

フサイクル」の「サイクル」という用語が意味する「循環」の様子を直感的に理

解しやすくなったとも考えられる。  

 ➄ Blumer(1967/1991)によるシンボリック相互作用論の視点  

 本論では、学地連携を捉える視点として、「子ども -子ども」「子ども -保護者」「子

ども -教員」「子ども -住民」等の組み合わせから想定される、様々な相互関係につ

いて表した。子ども（あるいはその行為に関与する他者）が得る学びや経験を「シ

ンボル」として捉え、その関係性を分析的に考察するという視点が加味されてい

る。この相互作用は、中心に据えられたリンゴの木（子ども）の発達を促す「栄

養分」として認識したい。  

 なお、Fig.12 に示す通り、本研究は、CCD モデルの中の「学童期」に焦点化

した*15。最後に、本研究における「子ども（発達しつつある個人）」「保護者（家

庭）」「教員（学校）」「住民（地域）」の４者の関係性について Fig.13 に示した。  

 第２章、第３章の結果は、この CCD モデル上における関係図に則って解釈及

び考察を試みる。具体的には、まず、発達しつつある個人である学童期の「子ど

も」をモデルの中心に据える。次に、その子どもを中心に構成されるマイクロシ

                                                   

*15 「序章２節」で示した「Fig.1 本研究の全体像」において「（学童期）」と付

記されているのはこのためである。また、CCD モデル全体では、「子ども」を「リ

ンゴの木」に喩えたが、「学童期」のみを議論する場合は、中心に子どもの絵が据

えられていた方が直感的に理解しやすいと考えたため、以後、CCD モデルの中心

は、「リンゴの木」ではなく、「子ども」の絵を配した。  



第１章 学校・地域間連携の概念検討とモデル提案 

52 

 

ステムを形成する保護者（家庭）と教員（学校）を位置づける。さらに、メゾ、

エクソシステムの構成員として住民（地域）を位置づける。本研究で想定する住

民は、中心にいる子どもや保護者に比較的近いメゾシステムに位置するような住

民を想定する。これは、本研究が同一校区内において実施・展開されたことに裏

付けられている。マクロシステムには、最も広大な範囲（例えば地域や国家）が

有する文化、価値観、歴史といったことが位置づけられる。相互作用の実態は、

「    」によって表現する。子どもに対して直接的・間接的に諸環境が相互

作用をしながら、その発達を支える関係性が描かれている。  

なお、図中に示した「法律」「行政機関」等の具体例はほんの一例であり、それ

ぞれのシステムにおける代表的なものを示したにすぎない。現実的には、無数に

広がる種々の生態学的環境の中で、子どもは発達していくし、その一連のプロセ

スの中で学地連携が展開されると考える。すなわち、CCD モデル上で描いている

子どもから伸びる「    」こそが、学地連携を模式的に表している要素であ

ると考える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.13 CCD モデル（学童期）上で捉えた学地連携の様子  
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